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１ 法人の長によるメッセージ 

   

岐阜薬科大学は、令和７年４月１日をもって、公立大学法人として新たな門出を迎えることと

なりました。これもひとえに地域をはじめ、関係者の皆様のご支援とご協力の賜物であり、心よ

り感謝申し上げます。 

本学は93年の歴史の中で、「強く、正しく、明朗に」という建学の精神のもと、「人と環境に

やさしい薬学、安全・安心を提供できる薬学」をめざす「グリーンファーマシー」を基本理念と

して、高度な研究に支えられた薬学教育を推進し、1万3千人以上の有為な人材を社会に送り出し

てきました。 

この度の法人化により、より効率的で透明性の高い運営体制を整え、教育研究の質の向上に取

り組むことが可能となります。また、市立大学としての特性を活かし、地域に根差した人材育成

や地域連携の教育研究を一層推進し、その成果を地域社会へ還元できるよう努めてまいります。 

今後とも、皆様方のご理解とご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。 

 

２ 法人の目的及び業務内容 

 

（１）法人の目的 

 

当法人は、地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し、及び管理することにより、学術の中

心として広く知識を授けるとともに、深く薬学に関する学理と技術を教授研究し、知的・道徳的

に優れ、また応用能力のある人材を育成し、もって地域社会の発展に貢献し、人々の健康福祉の

向上に寄与することを目的としています。（岐阜市公立大学法人定款第１条） 

 

（２）業務内容 

 

当法人は、次の業務を行います。 

  ①薬科大学を設置し、これを運営すること。 

  ②学生に対する修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

  ③法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者と

の連携による教育研究活動を行うこと。 

  ④公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

  ⑤薬科大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

  ⑥前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。（岐阜市公立大学法人定款第25条） 

 

３ 法人の位置付け及び役割 

   

 近年、少子高齢化の進行、自然災害や感染症の発生をはじめ、社会課題が多様化、複雑化し

ている中、地域を支える専門人材やグローバルに活躍できる人材の育成、産学官金を含む多様

な主体との連携、地域課題への対応など、公立大学に求められる役割はより一層大きなものと

なっています。  

岐阜市は、こうした公立大学の持つ役割をより的確に発揮していくため、岐阜薬科大学を令

和７年４月に岐阜市公立大学法人へと移行しました。当法人は、自律的で機動的かつ効率的な

運営を通じて、より質の高い人材育成、世界に発信する成果創出を含む研究力の一層の強化、

そして地域社会への更なる積極的な貢献を果たしていくことを役割としています。 
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４ 中期目標の概要 

 

（１）期間 

 

令和７年４月１日から令和13年３月31日 

 

（２）概要 

 

当法人に課された使命を改めて認識し、大学が「知（地）の拠点」としての役割を発揮してい

くため、本中期目標期間における基本的な目標を次のとおり掲げ、教育・研究、地域貢献、法人

運営の各分野の取組をさらに充実させていくものとする。 

  ⅰ 教育研究の質の向上に向け不断の取組を行い、創薬や育薬をはじめとする研究を推進する

とともに、高度な研究に支えられた薬学教育を通じ、人の健康と福祉に貢献しグローバルに

活躍できる有為な薬学専門職業人を育成する。 

  ⅱ 市立大学として、岐阜市からの支援を受ける大学であり、地域に立脚した大学であるとい

う認識を深めつつ、地域に根ざした人材の育成を行い、地域と連携した教育研究や、教育研

究の成果の地域への還元を推進するとともに、岐阜市のライフサイエンス拠点の形成に寄与

し、積極的に地域貢献に取り組む。 

  ⅲ 適切なガバナンスを確保するとともに、効率的で透明性の高い運営を旨として、常に業務

運営や財務内容の改善に取り組み、将来にわたって持続的に発展可能な法人運営を行う。 

 

５ 理事長の理念並びに運営上の方針及び戦略 
 

本学は、岐阜市において、昭和７年(1932年)に岐阜薬学専門学校として創立され、その後、昭

和２４年(1949年)の学制改革を踏まえ岐阜薬科大学として新たに発足し、全国唯一の薬学系公立

単科大学として日本の創薬化学研究並びに医療の発展に多大な貢献を果たしてきました。 

開校以来９０年有余年に及ぶ歴史の中で、建学の精神である「強く、正しく、明朗に」をモッ

トーに高邁な人格形成と、「グリーンファーマシー」（ヒトと環境にやさしい薬学、安全・安心

を提供できる薬学）を基本理念とした薬学教育を通じ、ヒトの健康と福祉に貢献できる人材の育

成に努めてきました。また、研究においても「伝統の中からこそ真の改革的教育・研究が生まれ

る」との信念のもと、情熱的で優れた教員により自由闊達な研究と、育薬（患者個々人に合わせ

た正しい薬の使い方を研究する分野）と創薬（難病治療に向け世界に発信できる新薬を研究する

分野）に特化した研究を進め、世界的に高い評価を得ています。さらに、教育、研究の成果を社

会に還元するため、市民や社会で活躍する薬剤師等を対象とした市民講座や生涯学習、リカレン

ト講座をはじめとする教育講座、行政・民間が主宰する多くの科学技術プロジェクトに参加する

など、地域社会及び国際社会に貢献しています。 

運営上の方針として、岐阜市公立大学法人業務方法書を定めています。 

理念を実現するための戦略として、中期計画を定めて実行しています。 
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６ 中期計画の概要 

 

当法人は、中期目標を達成するため、中期計画として６９の取組項目を定めております。 

※ 詳細については、第１期中期計画をご覧ください。 

第１期中期計画 

第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）学部・大学院教育の充実 【1】～【8】 

（２）教育環境の充実 【9】～【11】 

（３）教職員の教育能力・教育支援能力の向上 【12】～【14】 

（４）アントレプレナーシップ（起業家精神）教育の推進 【15】～【16】 

（５）入学者受入れを見据えた薬学への関心の喚起 【17】 

 ２ 研究に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  （１）研究力の向上 【18】～【19】 

  （２）地域住民の健康と生活の質向上への貢献 【20】～【21】 

  （３）岐阜市の活性化と地域産業の発展への支援 【22】 

  （４）倫理・利益相反に関する規範遵守 【23】 

  （５）外部資金の獲得等による研究基盤強化 【24】～【25】 

  （６）研究成果の活用と積極的な情報発信 【26】～【28】 

  （７）他研究機関等との連携 【29】～【30】 

 ３ 学生への支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 【31】～【34】 

第２ 地域貢献、地域社会との連携及びグローバル化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 地域貢献、地域社会との連携に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  （１）地域課題等の解決等への貢献 【35】～【36】 

  （２）地域社会の医療・保健・福祉への貢献 【37】～【40】 

  （３）地域の産学官金連携によるイノベーション創出 【41】 

 ２ グローバル化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  （１）グローバルに活躍できる人材の育成 【42】 

  （２）海外の大学・研究機関との学生・教員交流 【43】～【44】 

  （３）外国人留学生の受入れの推進 【45】 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 法人運営の強化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  （１）適切なガバナンスを確保するための組織体制の整備及び運用 【46】～【47】 

  （２）弾力的かつ適正な人事制度の構築及び運用 【48】～【49】 

  （３）人材の育成及びダイバーシティの推進 【50】～【52】 

  （４）コンプライアンスの強化 【53】～【54】 

 ２ 業務の効率化・高度化に関する目標を達成するためにとるべき措置 【55】～【57】 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 自己収入の確保に関する目標を達成するためにとるべき措置 【58】～【59】 

 ２ 予算の効率的かつ適正な執行に関する目標を達成するためにとるべき措置 【60】 

第５ 自己点検、評価及び情報提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 自己点検及び第三者機関による評価の充実に関する目標を達成するためにとるべき措置 【61】～

【62】 

 ２ 情報の提供・発信による透明性確保に関する目標を達成するためにとるべき措置 【63】～【64】 

第６ その他業務運営に関する重要目標 

 １ 施設・設備の整備及び有効活用に関する目標を達成するためにとるべき措置 【65】～【66】 

 ２ 危機管理及び安全管理に関する目標を達成するためにとるべき措置 

  （１）危機管理の徹底 【67】～【68】 

  （２）安全管理の徹底 【69】 
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

 

（１）ガバナンスの状況 

 

以下のガバナンス体制図を参照してください。また、詳細については、業務方法書をご覧くだ

さい。 

 

（２）役員の状況（令和８年３月31日現在） 

 

役職［担当］ 氏名 経歴 任期 

理事長 原 英彰  学長 自 令和７年４月１日 

至 令和11年３月31日 

副理事長 

［総務・財務］ 

杉原 太  事務局長 自 令和７年４月１日 

至 令和11年３月31日 

理事 

［教育・学生］ 

五十里 彰  副学長 自 令和７年４月１日 

至 令和11年３月31日 

理事 

［企画・戦略］ 

吉村 知哲  副学長 自 令和７年４月１日 

至 令和11年３月31日 

理事 

［経営分析］ 

野々垣 孝彦  アピ(株)代表取締役社長 自 令和７年４月１日 

至 令和11年３月31日 

理事 

［地域貢献］ 

浅田 尚紀  前公立大学法人奈良県立

大学副理事長兼学長 

自 令和７年４月１日 

至 令和11年３月31日 

監事 中西 敏夫 弁護士  自 令和７年４月１日 

 至 令和10年度の財務諸表承認日 

監事 山田 英脩 公認会計士  自 令和７年４月１日 

 至 令和10年度の財務諸表承認日 
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（３）職員の状況（令和７年５月１日現在） 

 

   教員 

区分 令和６年 増減 令和７年 

教授 － 26 26 

准教授 － 11 11 

講師 － 16 16 

助教 － 15 15 

助手 － 1 1 

合計 － 69 69 

※ 平均年齢（常勤） 46.5歳（学長を除く。） 

 

   職員 

   区分 令和６年 増減 令和７年 

専任職員 － 19 19 

非常勤嘱託職員 － 34 34 

合計 － 53 53 

   ※ 専任職員のうち、岐阜市からの派遣職員18人 

   ※ 平均年齢（常勤） 41.6歳 

 

（４）学生の状況（令和７年５月１日現在） 

 

   学部                  （単位：人） 

学部 学科 総定員 学生数 

薬学部 薬学科 720 720 

 

   大学院           （単位：人） 

課程 総定員 学生数 

博士前期 6 2 

博士後期 15 22 

博士 20 44 

 

（５）重要な施設等の整備等の状況 

 

①当事業年度中に完成した主要な施設等 

 

なし 

 

②当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

 

なし 

 

③当事業年度中に処分した主要な施設 

 

なし 
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（６）純資産の状況 

①資本金の額及び出資者ごとの出資額 

 

   ３，８５３，２４０，６００円（全額 岐阜市出資）全額令和７年度に出資 

 

②目的積立金の申請状況、取崩内容等 

 

なし 

 

（７）財源の状況  

  

① 財源の内訳  

  

      経常収益は 2,452 百万円で、主な内訳は運営費交付金収益(1,407 百万円)、授業料収益(419

百万円)、受託研究収益(216 百万円)となっています。  

  

② 自己収入に関する説明  

  

経常収益の内、自己収入によるものは 1,016 百万円で、主な内訳は授業料収益(419 百万

円)、受託研究収益(216 百万円)、共同研究収益(131 百万円)となっています。 

 

（８）社会及び環境への配慮等の状況 

 

当法人は、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るため、｢岐阜市公立大学法人にお

ける障害者就労施設等からの物品等の調達推進方針｣を策定し、調達実績を公表しています。 
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８ 業務運営上の課題及びリスク並びにその対応策 

 

  業務運営上の課題及びリスクに対しては、個別の法令、規程等に沿って、重層的な体制を整備

し、対応しています。 

 
 

９ 業績の適正な評価に資する情報 

 

当法人は、地方独立行政法人法第78条の２の規定により、中期目標の期間における業務の実績に

ついて、目標期間中に中間評価を、目標期間終了後には目標期間全体について、岐阜市公立大学法

人評価委員会の評価を受けることとしています。 

 法人評価とは別に、大学は学校教育法第109条第２項の規定により、７年以内毎に文部科学大臣の

認証を受けた認証評価機関による評価を受けなければなりません。教育研究等の状況について自己

点検・評価を行い、認証評価機関の定める大学評価基準に則った自己評価書等を作成・申請し、適

合認定を受けることにより、一定の基準を満たす高等教育機関であるとして公に証明されていま

す。 
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10 業務の成果及び当該業務に要した資源 

 

事業計画の達成に向けた取組の結果、概ね予定した成果を得ることができました。項目ごとの

実施状況については、以下のとおりです。 

 

（１）実績 

項目及び実施状況 

第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）学部・大学院教育の充実 

ア 共通 

・ 「ヒトと環境に優しい薬学（グリーンファーマシー）」の基本理念のもと、高度な研究に裏

打ちされた教育を推進した。豊かな人間性と倫理観、専門的学理を備え、持続可能な社会に

貢献できる薬学人材の育成に努めた。 

・ 入学者受入れの方針（アドミッションポリシー）、教育課程編成方針（カリキュラムポリシ

ー）及び学位授与の方針（ディプロマポリシー）について、定期的に検証した。これらの方

針は大学ホームページに掲載し、広く社会に公開し、シラバスや大学案内の冒頭に掲載し、

全職員及び学生に配布し周知した。 

イ 学部教育 

・ 教育課程編成方針（カリキュラムポリシー）に基づき、基礎教育から専門教育までを一貫し

た体系で編成した。1年次から卒業年次まで「グリーンファーマシー」を軸とした有機的な

教育課程を推進し、高度な専門性と倫理観を兼ね備えた薬学人材の育成に努めた。 

・ 2 回生 109 名を対象に早期研究室見学会を実施し、低学年から研究現場に触れる機会を創出

することで、ファーマシスト・サイエンティストとしての意識醸成を図り、早期から研究意

欲を高める教育を推進した。 

・ 令和 7年度は、「医療薬学コース」に 58名、「創薬育薬コース」に 69名の学生が配属され、

各進路に応じた演習・実習・特別実習を重視した教育課程を編成・運用し、病院や製薬企業

等の各分野で即戦力となる研究技能と高度な実践力を備えた人材の育成に努めた。 

・ 新たに研究室配属対象となる 3回生 127 名に対し、事故防止徹底のための化学・生物・医療

倫理に関するガイダンスを実施した。また、特別実習の単位認定には卒業論文の提出を義務

付け、ルーブリック評価表を用いた客観的な評価により、高度な研究能力の質的担保を図っ

た。 

・ グリーンファーマシー教育推進のため、全開講科目において講義・教材についてのアンケー

トを実施した。しかしながら、全科目平均回答率は 58.4％であり、昨年度回答率を下回った

ことから、次年度は回答率向上を図ることができるよう運用を見直す。 

・ 総合薬学演習等のカリキュラムを通じ、実務能力育成と国家試験対策を強力に支援を行い、

目標値を上回る結果となった。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

薬剤師国家試験新卒者合格率 93.1％ 90% 

ウ 大学院教育 

・ 大学院講義では、最先端の研究内容や研究手法を知る目的で、各界で活躍する外部講師を招

いた特別講演を大学院講義及び特別講義で実施した。また、大学院生の研究成果は、企業と

の寄附講座の創設やベンチャー企業の起業を通じ、地域社会に広く還元されている。 

・ 大学からのリサーチ・アシスタント、ティーチング・アシスタントに対する給与支給に加え、

同窓会からの成長支援助成金、大学院進学促進助成金により、学会での研究成果発表、学術

誌への論文投稿等の機会を充実させるための経済的支援や競争的奨学金制度に応募できる

環境を提供した。 

・ 上述の経済学的支援によって提供される豊かな研究環境の整備と学内説明会の実施による
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情報提供、さらには教授会等での教員を通じた周知により、大学院生が特別研究制度（DC1、

DC2）、日本薬学会長井記念薬学研究奨励支援事業、次世代挑戦者挑戦的研究プログラム

（SPRING）等に積極的に応募できる推進体制を整え、目標値を上回る採択者に結びついた。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

日本学術振興会特別研究員

（DC1、DC2）及び日本薬学会 

長井記念薬学研究奨励支援 

事業の採用者数 

11人 10人 

 

（２）教育環境の充実 

・ 科学的根拠に基づく課題発見・解決能力を醸成するため、薬学研究に必要な技能や方法の体

得を目指した演習、実習及び特別実習を重視した教育課程を編成し運用した。 

・ 薬学スペシャリスト育成を目的とし、「ふりかえりワークシート」「ディプロマ・ポリシー到

達度評価シート」及び「ポートフォリオ」の作成を全学生に指示した。これにより、入学か

ら卒業までの 6年間を通じた形成的な教育研究指導を構造化した。併せて自己評価の蓄積に

より、学生の主体的学習及び資質向上の可視化を図るとともに、教員による継続的なフィー

ドバック体制を強化し、教育成果の質的保証を推進した。 

・ 1 回生 120 名を対象とした早期体験自習を実施し、県内の病院や企業を訪問し、実際の医療

現場を知ることができた。 

・ 英語によるコミュニケーション能力及び情報発信力の向上のため、TOEIC 学内試験を年間 4

回実施し、延べ 468 名が受験した。また、岐阜市立女子短期大学との共催により英語プレゼ

ンテーションコンテストを開催した。 

令和 7年度は、CEFR-B レベル以上の学生が 73％であり、目標値を上回った。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

英語力がCEFR Bレベル以上の

学生の割合 
73％ 65% 

 

（３）教職員の教育能力・教育支援能力の向上 

・ 教員の教育力や職員の教育支援能力の向上、大学教育の質の確保を目指し、全 5回の FD/SD

研修を開催した。また、講演者の了承が得られた場合に限り、欠席した教職員のために講演

を録画し、後日受講できるように配慮し、全教職員が受講できる環境を整えた。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

FD/SD研修の参加率 
87.3% 

（平均参加率） 
80% 

・ 理事長と全教員の面談を実施するとともに、教授会での意見聴取や教職員に対するアンケー

トの実施により、法人及び本学全般の事業に関する提言や改善提案等の意見を述べる場を設

け、問題点の洗い出しや対応策・改善策の検討・実施等、教職員の意欲向上に向けモニタリ

ングを行った。 

・ 教職員の意欲を高め、資質能力の向上を図るため、顕著な研究成果をあげた教職員 6名に対

し、表彰を行った。 

（４）アントレプレナーシップ（起業家精神）教育の推進 

・ 学生・教職員向けのアントレプレナーシップ講演会を 7回実施した。また、中・高校生向け

のアントレプレナーシップ講演を開催し、若年層への薬学への関心向上に努めた。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

アントレプレナーシップ講演

会回数及び参加人数 
7回、659人 7回、1,000人 
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・ 大学において専門的かつ高度の共同研究に従事しようとする者を客員共同研究員として 69

人受け入れた。また、教員の兼職・兼業の管理を法人の自律的な判断の下で適正に行うため、

岐阜市公立大学法人職員兼業規程を制定し、同規程に基づき承認し従事させた。さらに、研

究企画 URA 室内の岐阜薬科大学スタートアップ推進室を中心として起業支援を行った結果、

本学教員を役員とする大学発ベンチャー企業が 5社成立し、中期目標に掲げる目標値 3 社を

達成することとなった。 

 

（５）入学者受入れを見据えた薬学への関心の喚起 

・ 上述のとおり中・高校生向けのアントレプレナーシップ講演を 2回開催し、若年層への薬学

への関心向上に努めた。 

 

２ 研究に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）研究力の向上 

・ 大学単位、教室単位、個別教員単位での研究力の経年推移や現状を視覚化し、課題を抽出し

て、それぞれの単位での課題解決策を実行するために、令和 7 年度は、研究企画 URA 室管理

下の 4人の専門的知見を有する客員教授の支援の下、助成金申請、産官学連携、大学発ベン

チャー設立準備など研究力の向上を図った。 

（２）地域住民の健康と生活の質向上への貢献 

・ 薬草園を 4月から 3月までの計 124 日一般公開し、659 人の見学があった。また、地域住民

の健康と生活の質向上を図るため、岩野田小学校、岐阜城北高校等のほか、岐阜県揖斐郡池

田町において薬草教室や講演会を実施した。 

・ 市民向けに「脳と体を元気にする教室」を 19 回開催して、人々が健康かつ安全に暮らせる

ための活動を行った。 

（３）岐阜市の活性化と地域産業の発展への支援 

・ 岐阜市や岐阜県等の審議会委員就任への協力、地域企業との共同研究の実施をはじめ、他機

関からの要望に対応し、大学の持つ知見を提供した。 

・ 大学において専門的かつ高度の共同研究に従事しようとする者を客員共同研究員として 69

人受け入れた。また、教員の兼職・兼業の管理を法人の自律的な判断の下で適正に行うため、

岐阜市公立大学法人職員兼業規程を制定し、同規程に基づき承認し従事させた。さらに、岐

阜薬科大学スタートアップ推進室を中心として起業支援を行った結果、本学教員を役員とす

る大学発ベンチャー企業が 5 社成立し、中期目標に掲げる目標値 3 社を達成することとなっ

た。（再掲） 

・ 岐阜市の地域資源でもある長良川の天然鮎の成分分析に係る研究を行い、地域産業の発展に

貢献した。 

（４）倫理・利益相反に関する規範遵守 

・ 倫理審査委員会にて倫理講習会、バイオセーフティ委員会にてバイオセーフティ講習会を実

施した。また、欠席者に対してはそれぞれの講習会の動画を視聴させる対応を行った。 

・ コンプライアンス推進委員会にて令和 7 年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの期間において、

国立研究開発法人科学技術振興機構（略称 JST）の研修動画を活用した研究倫理等コンプラ

イアンス研修を実施し、対象となる全教職員、学生に周知徹底を図った。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

研究倫理等コンプライアンス 

研修の受講率 
100% 100% 

（５）外部資金の獲得等による研究基盤強化 

・ 令和 7年度は、研究企画 URA 室管理下の 4 人の専門的知見を有する客員教授の支援の下、助

成金申請、産官学連携、大学発ベンチャー設立準備のために研究力の向上を図った。（再掲） 

・ 予算委員会において学内からの研究機器購入等の予算要望を審議し、優先順位を付けて予算

を配分した。また、若手、スタートアップ等を対象とした研究振興費、科研費等の競争的研

究費に惜しくも採択が叶わなかった大型研究等を対象とした特別研究費について、それぞれ
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学内コンペを行い、審査の結果、優れた着想を持つ研究に対して、研究振興費を 5 件に計 150

万円、特別研究費を 4 件に計 400 万円を交付した。 

 

（６）研究成果の活用と積極的な情報発信 

・ 研究成果をプレスリリースや大学ホームページを活用し、国内外に積極的に発信するととも

に、2025 産官学連携研究シーズ集を作成し、以前より一層、研究シーズを発信できるような

内容とした。 

・ 大学により創出された研究成果を大学ホームページへ順次掲載し、令和 7年度は機関リポジ

トリ登録数として 70 件登録した。 

・ 公立大学法人化に伴い、知的財産管理規程、知的財産ポリシーの改正を行い、法人化前は発

明届のうち、機関帰属の件数は例年 3 件程度であったが、令和 7年度においては機関帰属 7

件に増加し、大学の知権が高まった。 

（７）他研究機関等との連携 

・ AMED 橋渡し研究における「革新的医療技術創出拠点プロジェクト」に本学の教員が 2 件採

択されており、「地域中核・特色ある研究大学の施設整備事業」（J-PEAKS）においても採択が

あったほか、6つの寄附講座、4 つの共同研究講座を設置し他機関との連携を図った。 

・ 岐阜市や岐阜県等の審議会委員就任への協力、地域企業との共同研究の実施をはじめ、他機

関からの要望に対応し、大学の持つ知見を提供した。（再掲） 

・ 大学の保有する研究シーズと産業界のニーズのマッチングを図るため、「ライフサイエンス

拠点の形成に向けて」パンフレットを活用するとともに、内容を刷新した 2025 産官学連携

研究シーズ集を作成し、以前より一層、研究シーズを発信できるようなものとなった。 

 

３ 学生への支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 学生の学修上の諸問題や課外活動上の援助指導等を推進するため、担任・アドバイザー制度、

メンター制度及び心理カウンセラーによる相談体制を設け、1～3 年次の学生に対してアド

バイザー面談を実施した。（実施率 81.8％） 

・ 学生が主体的に進路選択を行えるよう、年間を通じてキャリア支援を展開した。具体的には、

5 月に「OB・OG 就職説明会」を開催、2 月には「学内合同説明会」を実施し、企業と学生の

直接的なマッチング機会を創出した。また、就職情報サイトと連携したキャリアガイダンス

を計 4回実施し、時期に応じた適切な情報提供と就職活動スキルの向上を図った。 

・ 岐阜市公立大学法人懲戒処分の基準を定め、服務の遵守・ハラスメント行為その他の人権侵

害行為を防止に務めた。また、ハラスメント相談窓口を設け、学生が安心して学究に専念で

きる健全な大学環境の維持に努めた。 

 

第２ 地域貢献、地域社会との連携及びグローバル化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 地域貢献、地域社会との連携に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）地域課題等の解決等への貢献 

・ 岐阜市や岐阜県等の審議会委員就任への協力、地域企業との共同研究の実施をはじめ、他機

関からの要望に対応し、大学の持つ知見を提供した。（再掲） 

・ 大学祭においてボランティアサークルによる「フードドライブ」を実施し、地域福祉への寄

与と食品ロス削減への意識啓発を行った。また、演劇部による「予防接種啓発劇」を市内の

2 幼稚園で実施し、専門的な知識を分かりやすく伝える活動を通じて、地域住民（園児及び

保護者）への健康・公衆衛生に関する情報提供と啓発を推進した。 

（２）地域社会の医療・保健・福祉への貢献 

・ 岐阜市民病院、岐阜大学医学部附属病院、大垣市民病院内に加え、令和 7年度は長良医療セ

ンターに新たにサテライト研究室を設置し、病院や大学単体では取り組むことができない、

実臨床における薬物療法の有効性や安全性に関する研究等を推進した。 

・ 5 月に「OB・OG 就職説明会」、2月には「学内合同説明会」を開催し、岐阜市などの地域の病

院、医療機関を多数招致し、病院薬剤師輩出のためのマッチングを支援した。 
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・ 「東海地区連携で行う薬剤師不足地域でのアドバンスト実習とそれを活用した薬学生・薬剤

師 PBL 学習プログラムの構築」の一環として、名古屋市立大学、静岡県立大学、鈴鹿医療科

学大学及び本学の東海地区 4 大学で沖縄 北部地域、静岡 伊豆賀茂地域・川根本町地域、

岐阜 飛騨・高山・下呂・金山・郡上地域、三重 熊野・尾鷲・鳥羽志摩地域に学生を派遣

した。 

・ 薬剤師生涯教育講座を実施し、基礎薬学の学びなおしと最近の話題をテーマにした講義を 4

回開催し、延べ 13 名が受講した。また、先端医療薬学寄附講座において、地域医療を支え

る薬剤師（地域リーダー）育成を目的としたリカレント講座を実施し、「リカレント講座 I」

では最新の薬物治療に関する講座を、「リカレント講座 II」では地域医療等に関連する多彩

な内容の講座をそれぞれ 5 回開催し、連携薬局にも参加協力を呼びかけた結果、延べ 453 人

が受講し、大きく目標値を上回ることとなった。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

薬剤師等を対象とする講座の 

参加人数 
466人 100人 

・ 市民や小・中学校等を対象に市民公開講座等の健康と生活の質向上等につながる講座や研修

を実施した。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

健康と生活の質向上等につな 

がる講座・研修の参加人数 
44人 50人 

・ 薬用植物の見本園であり、研究材料の栽培及び試験栽培を目的とした薬草園について、市民

の生涯学習に役立てるため、ガイドボランティアの協力を得て、薬草園を 4 月から 3月まで

の 124 日間一般公開し、659 人の見学があった。 

（３）地域の産学官金連携によるイノベーション創出 

・ 大学の保有する研究シーズと産業界のニーズのマッチングを図るため、「ライフサイエンス

拠点の形成に向けて」パンフレットを活用するとともに、内容を刷新した 2025 産官学連携

研究シーズ集を作成し、以前より一層、研究シーズを発信できるようなものとなった。（再

掲） 

・ 大学において専門的かつ高度の共同研究に従事しようとする者を客員共同研究員として 69

人受け入れた。また、教員の兼職・兼業の管理を法人の自律的な判断の下で適正に行うため、

岐阜市公立大学法人職員兼業規程を制定し、同規程に基づき承認し従事させた。さらに、岐

阜薬科大学スタートアップ推進室を中心として起業支援を行った結果、本学教員を役員とす

る大学発ベンチャー企業が 5 社成立し、中期目標に掲げる目標値 3 社を達成することとなっ

た。（再掲） 

・ ライフサイエンス拠点の形成に向け、岐阜市や岐阜大学とともに連携しながら関連する研究

機関や企業の立地誘導を推進した。 

 

２ グローバル化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）グローバルに活躍できる人材の育成 

・ 英語によるコミュニケーション能力及び情報発信力の向上のため、TOEIC 学内試験を年間 4

回実施し、延べ 468 名が受験した。また、岐阜市立女子短期大学との共催により英語プレゼ

ンテーションコンテストを開催した。 

令和 7年度は、CEFR-B レベル以上の学生が 73％であり、目標値を上回った。（再掲） 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

英語力がCEFR Bレベル以上の

学生の割合 
73％ 65% 
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・ 本学と連携協定を締結するフロリダ大学が主催する「国際教育ウィーク」のフォーラムに参

加し、アメリカ、イタリア、オーストラリア、タイなどの薬学部学生とオンラインで交流し、

薬剤師の役割や各国で異なる薬学教育について対話した。 

（２）海外の大学・研究機関との学生・教員交流 

・ 海外で学ぶ機会を増やすため、次世代挑戦者挑戦的研究プログラム（SPRING）の支援により、

5 名の学生がアメリカ等へ留学した。 

・ 5 月にフロリダ大学より 15 名、6月に中国薬科大学より 7名、11 月に浙江大学薬学院より 8

名受入れを行い、また、本学から、9 月にフロリダ大学へ教員 2名と学生 6 名を、さらに、

中国薬科大学と浙江大学薬学院へ教員 3名学生 5名を派遣し、学術交流を行った。 

（３）外国人留学生の受入れの推進 

・ 大学院入試においては、面接時には英語による応答をしており、授業においても必要に応じ

英語で実施するなどグローバル化に即した対応を行った。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 法人運営の強化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）適切なガバナンスを確保するための組織体制の整備及び運用 

・ 毎月の大学運営会議及び教育研究審議会に加え、適切なガバナンスを確保するため、外部委

員が参画する経営審議会、理事会の審議を経て、法人と大学の組織間の連携を強化し、意思

決定を行った。 

・ 機動的な運営を行うことのできる法人の意思決定プロセスとして、経営審議会及び理事会の

書面開催、オンラインと対面のハイブリッド開催を実施した。来年度以降、さらなる効率化

を図るため、経営審議会と理事会の合同開催を行うことを決定した。 

・ 法人を戦略的にマネジメントできるガバナンス体制を構築するため、内部統制システム等を

定める業務方法書を制定した。また、内部統制委員会に加え、経営審議会及び理事会におい

て法人のガバナンス体制を議題とし役員や外部委員に周知を図った。 

（２）弾力的かつ適正な人事制度の構築及び運用 

・ 過半数労働者の代表と裁量労働制に関する労使協定を締結するとともに、岐阜市公立大学法

人職員人事考課規程等を定め、公正かつ適切な人事及び評価を実施した。 

・ 教職員が大学や社会に貢献できるよう岐阜市公立大学法人職員兼業規程を制定し、適切な運

用に努めた。 

（３）人材の育成及びダイバーシティの推進 

・ 業務の専門性などを考慮し、事務局での法人固有職員（プロパー職員）の採用試験を行い、

令和 8年 4月 1日付採用の 2 名のプロパー職員を内定した。 

・ 一般事業主行動計画を策定し、多様な個性や価値観を尊重し、性別、国籍、年齢、障がい、

疾患、経歴等の事由によって差別されず、広く大学の活動に参画する機会を保障し、各人が

持てる能力を最大限に発揮できる環境の実現に努めた。 

・ 障害者雇用促進法第 43 条第 1 項に規定する障害者雇用率の遵守に努め、障がい者雇用率は

目標値を上回った。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

障がい者雇用率 3.31% 2.8% 

・ 研究補助員配置制度（育児や介護等により研究時間の確保が困難な研究者を対象に研究デー

タ解析、学会発表資料作成等の研究補助業務を行う補助員を配置）を定め、令和 7年度は 2

名の教員に対し補助員を配置した。 

（４）コンプライアンスの強化 

・ コンプライアンス推進委員会にて令和 7 年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの期間において、

国立研究開発法人科学技術振興機構（略称 JST）の研修動画を活用した研究倫理等コンプラ

イアンス研修を実施し、対象となる全教職員、学生に周知徹底を図った。（再掲） 
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数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

研究倫理等コンプライアンス 

研修の受講率 
100% 100% 

・ 令和 7 年 11 月 4 日から 12 月 23 日までの期間において、研究室、事務局を対象として内部

監査（書面審査、実地検査及び抜き打ちでの備品確認）を実施し、概ね適正であることを確

認した。また、各研究室及び事務局各課に対しては、交通事故防止の取組み強化及び研究費

支払処理の適正化を指示した。 

・ 役員及び教職員の人権尊重に対する意識向上を図るため、研修会を実施した。また、岐阜市

公立大学法人ハラスメントの防止に関する規程を定め、ハラスメント行為その他の人権侵害

行為を防止し、発生後の適切な対応を確保するため、相談窓口を保健管理センターとし、気

軽に利用するよう学内に周知した。また、ハラスメントに関する研修を開催するとともに、

欠席者に対しては研修録画動画の視聴を指示した。 

 

 

 

 

 

２ 業務の効率化・高度化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 法人に置く学内委員会として予算や広報などの 9の委員会を設置し、また、大学に置く学内

委員会として教務や入学試験などの 24 の委員会を設置し、これら各種委員会等を通じて教

員と事務局職員が連携をしながら、法人業務全般の運営を行った。 

・ 学生に対し、ノートパソコン等を持参して学ぶ BYOD を推奨するとともに、成績開示（個別

学力検査の点数・順位等）のオンライン化に取り組み、利便性及び効率性を高めた。 

・ 人事給与システム及び財務会計システムを駆使し、全ての人事情報、決裁文書及び会計伝票

についてシステム上で管理した。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

契約・会計に係る決裁の 

ペーパーレス化の割合 
100% 100% 

 
 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

ハラスメントに関する研修の 

参加率 
62.2% 

※動画視聴は上記実績値には含まれない 
100% 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 自己収入の確保に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 教室及び体育施設の学外の者への貸付利用において使用料を徴収することとし関係規程を

整備した。 

・ 岐阜市公立大学法人資金管理規程に基づく、資金管理計画を制定し、余剰資金による債権運

用を開始した。 

・ 岐阜市公立大学法人寄附取扱規程及び基金規程を制定し、積極的に寄附を募る体制を整え

た。 

・ オープンキャンパス特設ページを始め大学ホームページを充実させるとともに、地方試験を

新たに実施するなど効果的な学生募集により、安定した授業料等収入の確保のため入学志願

者の確保及び入学定員の充足に努めた。しかしながら、目標値を達成できなかったため、次

年度以降、入学試験委員会を中心にさらなる取組みを実施していく。 

数値指標 令和７年度の実績値 令和７年度の目標値 

入学志願者数 727人 1,100人 
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２ 予算の効率的かつ適正な執行に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 予算執行状況や現金残高には常に気を配りつつ、会計事務支援を受ける監査法人や税理士と

定期的に打合せを行い、適切な財務会計事務の遂行に努めた。 

 

第５ 自己点検、評価及び情報提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 自己点検及び第三者機関による評価の充実に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 教学 IR 推進室が中心となり、本学の「2024 年度自己点検評価書」を取りまとめ、自己点検・

評価委員会で審議後、外部評価を受けるとともに教育研究審議会に審議を行った。また、外

部評価の結果は、教授会に報告し各委員会や教員の継続的改善に活用した。さらに、「令和 6

年度アセスメント・ポリシーに基づく点検・評価の結果」を取りまとめ、各委員会や教員の

継続的改善に活用した。 

・ ①「教育活動の現状（各教員の担当講義回数、必修科目の不可率、必修科目の再試率、授業

に対する学生アンケートの結果、研究室別の学生数、研究室別国家試験結果）」、②「卒業生

の在学時 GPA 推移、進学・就職先、国家試験結果」、③「OB/OG 就職説明会時のアンケート結

果（卒業生の社会ニーズへの対応）」、④「入試区分別の 1 回生 GPA の年度推移」、⑤「薬剤

師国家試験分野別の本学学生の正答率」、⑥「推薦入試の成績と 1 回生 GPA との関係」を教

学 IR 推進室において取りまとめ、大学運営会議、教育研究審議会で協議・承認後、教授会

に報告し各委員会や教員の継続的改善に活用した。 

 

２ 情報の提供・発信による透明性確保に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 法人役員、経営審議会委員ともに外部からの有識者を迎え入れ、これらの外部役員等が参画

する理事会や経営審議会では、人事、予算、規程制定などの法人の重要事項に係る審議を行

い、大学運営の透明性を確保に努めた。また、社会に対する説明責任を果たすため、大学ホ

ームページに法人情報に関するページを新たに設け、理事会や経営審議会の議事録を迅速に

公開し、情報提供を行った。 

・ 本学の教育研究活動や地域貢献活動について大学ホームページや SNS 等で発信するととも

に、ケーブルテレビ CCN の番組「学校☆天国」を通じて地域貢献の取組み等を紹介した。 

 

第６ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設・設備の整備及び有効活用に関する目標を達成するためにとるべき措置 

・ 既存の施設・設備を有効に活用するため、三田洞キャンパス電話交換機更新、本部キャンパ

ス空調設備修繕など適宜修繕・更新を実施するとともに、照明器具の LED 化を順次進めるな

ど、設備機能維持に取り組んだ。 

・ 大学発ベンチャー支援のため、大学発ベンチャー役員に就任する本学教員の居室等を法人登

記（本店所在地）及び事業活動拠点として使用できるよう固定資産の貸付けを行った。 

・ 新キャンパス整備について、法人と岐阜市担当部局で構成する新キャンパス整備ワーキング

グループ、薬大移転・統合連絡会議において、魅力あるキャンパスの実現と円滑な移転に向

け協議を行った。 

 

２ 危機管理及び安全管理に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）危機管理の徹底 

・ 事故、災害等の未然防止と、事故・災害等が発生した場合に適切に対処できるよう岐阜市公

立大学法人危機管理規程を制定した。 

・ 個人情報、法人情報等を適切かつ厳格に管理するため、岐阜市公立大学法人情報セキュリテ

ィポリシーを整備し、情報セキュリティ対策の強化に取り組んだ。 

（２）安全管理の徹底 

・ 関係法令等を踏まえた衛生委員会を毎月開催し、ワークライフバランスの確保、感染症予防、

薬品管理などの議論を通じ、学生及び教職員の安全と健康を確保するとともに、快適な修学・

職場環境の形成を促進した。 
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（２）上記業務に要した資源 

（単位：百万円） 

区分 金額 

Ⅰ 業務費用 1,352 

  （１）損益計算書上の費用 

  （２）（控除）自己収入等 

 2,368 

 △1,016 

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 279 

Ⅲ 機会費用  93 

Ⅳ （控除）設立団体納付額  0 

Ⅴ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト  1,724 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 

 

11 予算及び決算の概要 

（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 差額 

（決算－予算） 

収入 2,398 2,759 361 

運営費交付金 

授業料及び入学料検定料 

 雑収入 

 外部資金等収入 

1,360 

463 

39 

536 

1,421 

446 

36 

856 

61 

△17 

△3 

320 

支出 2,398 2,422 24 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

外部資金等経費 

359 

1,142 

361 

536 

365 

1,097 

396 

564 

6 

△45 

35 

28 

※予算と決算の差額理由については，同年度の決算報告書に記載しています。 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 
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12 財務諸表の要約 

 

（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 4,611 固定負債 45 

 有形固定資産 

  土地 

建物 

   減価償却累計額 

  構築物 

   減価償却累計額 

  工具器具備品 

   減価償却累計額 

  図書 

  その他の有形固定資産 

   減価償却累計額 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

4,514 

636 

3,217 

△237 

67 

△2 

504 

△116 

437 

9 

△1 

33 

64 

 長期リース債務 45 

流動負債 838 

 運営費交付金債務 

寄附金債務 

前受受託研究費等 

科学研究費助成事業等預り金 

前受金 

未払金及び未払消費税 

預り金 

リース債務 

14 

324 

31 

27 

101 

265 

60 

16 

負債合計 883 

純資産の部 金額 

資本金 

 地方公共団体出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

 当期未処分利益 

3,853 

3,853 

△235 

898 

898 

 

 

流動資産 788 

 現金及び預金 

 未収学生納付金収入 

 その他の流動資産 

706 

46 

36 

純資産合計 4,516 

資産合計 5,399 負債純資産合計 5,399 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 
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（２）損益計算書 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用（Ａ） 2,471 

経常費用 

業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  受託研究費 

  共同研究費 

  受託事業費 

  人件費 

 一般管理費 

臨時損失 

 固定資産除却損 

 承継消耗品費 

2,368 

2,298 

232 

508 

204 

125 

117 

0 

1,112 

70 

103 

1 

102 

収益（Ｂ） 3,369 

経常収益 

運営費交付金収益 

 授業料収益 

 入学金収益 

 検定料収益 

受託研究収益 

共同研究収益 

受託事業等収益 

寄附金収益 

 補助金等収益 

 財務収益 

 雑益 

臨時利益 

 物品受贈益 

 債権受贈益 

2,452 

1,407 

419 

75 

13 

216 

131 

2 

125 

4 

1 

59 

917 

917 

0 

当期総利益（Ｃ＝Ｂ－Ａ） 898 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 

 

（３）純資産変動計算書 

（単位：百万円） 

区分 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 3,853   3,853 

当期変動額     

 固定資産の取得  2  2 

 減価償却  △237  △237 

 当期純利益   898 898 

当期末残高 3,853 △235 898 4,516 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

区分 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 947 

  原材料、商品又はサービスの購入による支出 

  人件費支出 

  その他の業務支出 

  運営費交付金収入 

  授業料収入 

  入学金収入 

  検定料収入 

  受託研究収入 

  共同研究収入 

  受託事業等収入 

寄附金収入 

補助金等収入 

  その他の業務活動によるキャッシュ・フロー 

△580 

△1,044 

△311 

1,421 

364 

30 

13 

222 

143 

16 

448 

4 

221 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △225 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △16 

Ⅳ 資金増加額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 706 

Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 0 

Ⅵ 資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） 706 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 

 

13 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の説明 

 

（１）貸借対照表 

 （資産合計） 

固定資産の合計4,611百万円の主な内訳は、土地636百万円(13.8％)、建物2,980百万円

(64.6％)、工具器具備品388百万円(8.4％)、図書437百万円(9.5％)等です。 

流動資産の合計788百万円の主な内訳は、現金及び預金706百万円(89.6％)、未収学生納付金収

入46百万円(5.8％)、前払費用30百万円(3.8％)等です。 

 

 （負債合計） 

固定負債の合計45百万円の内訳は、長期リース債務45百万円(100.0％)です。 

流動負債の合計838百万円の主な内訳は、寄附金債務324百万円(38.7％)、未払金及び未払消費

税265百万円(31.6％)、前受金101百万円(12.1％)等です。 

 

 （純資産合計） 

資本金の合計3,853百万円の内訳は、地方公共団体出資金3,853百万円(100.0％)です。 

資本剰余金の合計△235百万円の内訳は、資本剰余金2百万円(100.0％)、減価償却相当累計額△

237百万円(△100.0％)です。 

利益剰余金の合計898百万円の内訳は、当期未処分利益剰余金898百万円(100.0％)です。 

 

（２）損益計算書 

 （経常費用） 

経常費用の合計2,368百万円の主な内訳は、人件費が1,112百万円(47.0％)、研究経費が508百万

円(21.5％)、教育経費が232百万円(9.8％)等です。 
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 （経常収益） 

経常収益の合計2,452百万円の主な内訳は、運営費交付金収益が1,407百万円(57.4％)、授業料

収益が419百万円(17.1％)、受託研究収益が216百万円(8.8％)等です。 

 

 （臨時損益） 

  臨時損失の合計103百万円の主な内訳は、固定資産除却損が1百万円(1.0％)、承継消耗品費が

102百万円(99.0％)です。 

  臨時利益の合計917百万円の主な内訳は、物品受贈益が917百万円(100.0％)です。 

 

 （当期総利益） 

  人件費、研究経費、教育経費などの経常費用の合計は2,368百万円となり、運営費交付金収入、

授業料収益、受託研究収益などの経常収益の合計は2,452百万円となり、臨時損失、臨時利益によ

る臨時損益の合計は814百万円となったことから、当期総利益は898百万円となりました。 

 

（３）純資産変動計算書 

 

純資産は、期首残高3,853百万円から、固定資産の取得により2百万円増加し、減価償却により

237百万円減少し、当期純利益により898百万円増加した結果、期末残高4,516百万円となりまし

た。 

 

（４）キャッシュ・フロー計算書 

 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

業務活動によるキャッシュ・フローの合計947百万円の主な内訳は、支出において人件費が

1,044百万円(54.0％)、教育研究や施設管理に必要な経費などに891百万円(46.0％)、収入におい

て運営費交付金が1,421百万円（49.3％）、寄附金収入が448百万円（15.6％）、その他収入によ

り1,013百万円（35.1％）です。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローの合計△225百万円の主な内訳は、支出において有価証券の

取得による支出が64百万円(28.3％) 、固定資産の取得による支出が162百万円(71.7％)、収入に

おいて利息及び配当金の受取額が1百万円(100.0％)です。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローの合計△16百万円の主な内訳は、支出においてリース債務

の返済による支出が16百万円(100.0％)です。 

 

14 内部統制の運用に関する情報 

 

当法人は、業務方法書の規程に基づき、役員（監事を除く。）の職務の執行が、法、他の法

令、岐阜市の条例若しくは規則又は定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制を整備し、継続的にその見直しを図るとともに、役員及び職員への周知や

研修の実施、必要な情報システムの更新に努めるものとしています。 
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15 法人に関する基礎的な情報 

 

（１）沿革 

 

昭和 ７年 ４月 岐阜薬学専門学校として創立 

昭和２４年 ３月 学制改革により岐阜薬科大学として新たに発足 

昭和２８年 ４月 大学院修士課程を設置 

昭和４０年 ４月 大学院博士課程を設置 

昭和４０年１０月 三田洞キャンパスへの移転と拡充 

昭和５２年 ８月 乗鞍山麗に薬草栽培のための子ノ原川島記念演習園を開設 

昭和５７年１０月 教育研究総合センターを建設 

平成 ２年１０月 生物薬学研究所を建設 

平成 ９年 ３月 村山記念情報教育センターを開設 

平成１０年 ９月 附属薬局を開局（岐阜市司町） 

平成１１年 ３月 薬草園管理舎を新築 

平成１６年 ６月 附属薬局を移転（岐阜市大学西１丁目） 

平成１８年 ４月 薬学教育６年制に伴い、学部を薬学科（６年制）と薬科学科（４年制）の

２学科に改組 

平成１９年 ４月 岐阜大学と連携し「岐阜大学大学院連合創薬医療情報研究科」を設置 

平成２２年 ４月 新学舎（岐阜市大学西１丁目）に本部を移転（現本部キャンパス） 

平成２４年 ４月 大学院博士課程（４年制）を設置 

平成２６年 １月 博士（薬学）とＭＢＡ（経営管理修士）のダブルディグリー取得を目指す

プログラムを中京大学と提携 

平成２９年 ４月 薬科学科（４年制）の学生募集を停止し、薬学科（６年制）１学科とする 

平成２９年１２月 大学では日本初となるモバイルファーマシーの導入 

令和 ５年 １月 公立大学法人への移行を決定 

令和 ５年 ３月 附属薬局を閉局 

令和 ６年 ３月 市議会において、岐阜市公立大学法人定款を議決 

令和 ６年１２月 市議会において、岐阜市公立大学法人中期目標を議決 

令和 ７年 ４月 岐阜市公立大学法人へ移行 

 

 

（２）設立に係る根拠法 

 

地方独立行政法人法（平成15年法律第118号） 

 

（３）設立団体 

 

岐阜市 
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（４）組織図（令和８年３月31日現在） 

 

 
 

（５）事業所所在地 

名 称 所在地等 

本部キャンパス 岐阜県岐阜市大学西１丁目25番地－4 

三田洞キャンパス 岐阜県岐阜市三田洞東５丁目6番地－1 

薬草園 岐阜県岐阜市大字椿洞字辻ケ平935番地1 

子ノ原川島記念演習園 岐阜県高山市高根町中洞字南中之谷982番地44 

 

（６）主要な特定関連会社等の状況 

 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会

法　人　組　織 大　学　組　織

理事長選考会議

6人
（経営審議会の委
員（理事長除く）　3
人、教育研究審議
会の委員（学長除

く）3人）

理　事　長（学　長） 学　　長 副学長

副理事長（事務局長） 副学長

理事（副学長）
監事
2人

学部 薬学科（6年制）
理事（副学長）

理事[非常勤] 大学院 薬学研究科

理事[非常勤]
附属図書館
グリーンファーマシー教育推進センター

実践薬学研究推進センター

附属施設
地域交流推進センター
村山記念情報センター

放射線同位元素研究施設

経営審議会
8人

（理事長、副理事長、理事
長指名理事、学外者）

教育研究審議会
9人

（学長、副学長、重要な組織
の長のうち法人の規程で定
める者、学長指名者）

学
長
室

教学IR研究室
研究企画URA室
薬学DX推進室

薬草園
子ノ原川島記念演習園

附属研究施設
機器センター

実験動物飼育舎

製薬研究所
生物薬学研究所

事務局 経営企画課

学務・施設課

【事務局長】
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（７）主要な財務データの経年比較 

 

（単位：百万円） 

区分 令和７年度 

資産合計 5,399 

負債合計 883 

純資産合計 4,516 

経常費用 2,368 

経常収益 2,452 

経常利益 84 

臨時損失 103 

臨時利益 917 

当期総利益 898 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 

 

（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

 

①令和８年度予算 

（単位：百万円） 

区分 金額 

収入 2,471 

運営費交付金 

 授業料及び入学料検定料 

 雑収入 

外部資金等収入 

1,415 

421 

49 

586 

支出 2,471 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

外部資金等経費 

319 

1,167 

399 

586 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 
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②収支計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

支出の部 2,472 

経常費用 

業務費 

  教育研究経費 

  人件費 

一般管理費 

減価償却費 

2,472 

2,017 

850 

1,167 

385 

70 

収入の部 2,471 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学料検定料収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

その他収益 

2,471 

1,415 

358 

63 

335 

145 

155 

 当期純損失 △1 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 

 

③資金計画 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 2,471 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

2,402 

55 

14 

資金収入 2,471 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学料検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

2,469 

1,415 

421 

335 

145 

153 

2 

※単位未満四捨五入のため、表内で計算が一致しない場合があります。 



令和７年度

財　務　諸　表

第１期事業年度

自　令和７年４月　１日

至　令和８年３月３１日

岐阜市公立大学法人



.



貸借対照表 1

損益計算書 3

資本剰余金を減額したコスト等に関する注記、科学研究費助成事業等に関する注記 4

純資産変動計算書 5

キャッシュ・フロー計算書 6

利益の処分に関する書類（案） 7

注記事項 8

附属明細書

（１） 固定資産の取得及び処分，減価償却費(「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」

及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当

累計額も含む。）並びに減損損失の明細 11

（２） 棚卸資産の明細 12

（３） 有価証券の明細 12

（４） 長期貸付金の明細 12

（５） 長期借入金の明細 12

（６） 公立大学法人債の明細 12

（７） 引当金の明細 12

（８） 資産除去債務の明細 12

（９） 保証債務の明細 12

（１０） 資本剰余金の明細 13

（１１） 目的積立金の取崩しの明細 13

（１２） 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 14

（１３） 地方公共団体等からの財源措置の明細 14

（１４） 役員及び教職員の給与の明細 15

（１５） 開示すべきセグメント情報 15

（１６） 業務費及び一般管理費の明細 16

（１７） 寄附金の明細 19

（１８） 受託研究の明細 19

（１９） 共同研究の明細 20

（２０） 受託事業等の明細 20

（２１） 科学研究費助成事業等の明細 21

（２２） 上記以外の主な資産，負債，費用及び収益の明細 22

目　次

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



（単位：円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産

　土地 636,080,000

　建物 3,217,160,600

　　減価償却累計額 △ 236,549,067 2,980,611,533

　構築物 66,751,155

　　減価償却累計額 △ 2,330,722 64,420,433

　工具器具備品 504,134,964

　　減価償却累計額 △ 116,345,313 387,789,651

　図書 436,986,393

　美術品・収蔵品 1,923,460

　車両運搬具 6,990,280

　　減価償却累計額 △ 1,259,327 5,730,953

　　　有形固定資産合計 4,513,542,423

２ 無形固定資産

　ソフトウェア 29,772,512

　電話加入権 58

　その他無形固定資産 3,498,174

　　　無形固定資産合計 33,270,744

３ 投資その他の資産

　投資有価証券 63,722,751

　　　投資その他の資産合計 63,722,751

　　　　固定資産合計 4,610,535,918

Ⅱ 流動資産

　現金及び預金 706,366,467

　未収学生納付金収入 46,182,500

　未収金 5,212,708

　棚卸資産 30,570

　立替金 553,752

　前払費用 30,416,566

　　　　流動資産合計 788,762,563

　　　　　資産合計 5,399,298,481

貸　借　対　照　表
令和8年3月31日 現在
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負債の部

Ⅰ 固定負債

　長期リース債務 44,674,984

　　　　固定負債合計 44,674,984

Ⅱ 流動負債

　運営費交付金債務(注) 14,294,818

　寄附金債務 (注) 324,154,755

　前受受託研究費 (注) 5,263,481

　前受共同研究費 (注) 11,325,412

　前受受託事業費等 (注) 14,207,515

　前受金 101,003,600

　未払金 250,208,048

  未払消費税等 14,658,800

　科学研究費助成事業等預り金 27,542,182

　預り金 59,533,735

　リース債務 15,751,933

　　　　流動負債合計 837,944,279

　　　　　負債合計 882,619,263

純資産の部

Ⅰ 資本金

　地方公共団体出資金 3,853,240,600

　　　　資本金合計 3,853,240,600

Ⅱ 資本剰余金

　資本剰余金

　　資本剰余金 1,923,518

　　減価償却相当累計額 (注) △ 236,549,067

　　　　資本剰余金合計 △ 234,625,549

Ⅲ 利益剰余金

　当期未処分利益 898,064,167

　（うち当期総利益） ( 898,064,167 ）

　　　　利益剰余金合計 898,064,167

　　　　　純資産合計 4,516,679,218

　　　　　　負債純資産合計 5,399,298,481

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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経常費用

　業務費

　　教育経費 231,568,801

　　研究経費 508,331,743

　　教育研究支援経費 203,656,451

　　受託研究費 125,217,881

　　共同研究費 117,494,577

　　受託事業費 102,485

　　役員人件費 32,288,952

　　教員人件費 781,481,744

　　職員人件費 298,265,542 2,298,408,176

　一般管理費 70,061,266

　経常費用合計 2,368,469,442

経常収益

　運営費交付金収益 (注) 1,407,048,182

　授業料収益 419,764,900

　入学金収益 74,850,000

　検定料収益 12,929,000

　受託研究収益 (注) 216,242,299

　共同研究収益 (注) 131,218,795

　受託事業等収益 2,248,985

　寄附金収益 (注) 125,050,070

　補助金等収益 (注) 3,949,525

　財務収益

　　受取利息 1,210,689

　　有価証券利息 4,991 1,215,680

　雑益

　　財産貸付料収益 220,201

　　研究関連収益 25,506,355

　　その他雑益 32,797,109 58,523,665

　経常収益合計 2,453,041,101

　　経常利益 84,571,659

臨時損失
　固定資産除却損 855,989
　承継消耗品費 102,297,930 103,153,919

臨時利益
　物品受贈益 916,365,627
　債権受贈益 280,800 916,646,427

当期純利益 898,064,167

当期総利益 898,064,167

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損　益　計　算　書
令和7年4月1日～令和8年3月31日

（単位：円）
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Ⅰ 資本剰余金を減額したコスト等に関する注記 （単位：円）

当期総利益

減価償却相当額
賞与引当増加相当額
退職給付引当増加相当額
小計

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

退職給付引当増加額のうち、国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生じる額は△11,543,618円である。

Ⅱ 科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額
当期支出額

資本剰余金を減額したコスト等に関する注記、科学研究費助成事業等に関する注記

898,064,167

△ 4,738,580
△ 37,358,598

△ 278,646,245

△ 236,549,067

619,417,922      

117,071,417  
100,061,202  
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（単位：円）

当期首残高 3,853,240,600 3,853,240,600 - - - - - - 3,853,240,600 

当期変動額

Ⅰ資本金の当期変動額

Ⅱ資本剰余金の当期変動額

　　固定資産の取得 - - 1,923,518 - 1,923,518 - - - 1,923,518 

　　固定資産の除売却 - - - - - - - - - 

　　減価償却 - - - △236,549,067 △236,549,067 - - - △236,549,067 

Ⅲ利益剰余金の当期変動額

　（１）利益処分の処理又は損失の処理 - - - - - - - - - 

　（２）その他 - - - - - 898,064,167 898,064,167 898,064,167 898,064,167 

当期純利益 - - - - - 898,064,167 898,064,167 898,064,167 898,064,167 

当期変動額合計 - - 1,923,518 △236,549,067 △234,625,549 898,064,167 898,064,167 898,064,167 663,438,618 

当期末残高 3,853,240,600 3,853,240,600 1,923,518 △236,549,067 △234,625,549 898,064,167 898,064,167 898,064,167 4,516,679,218 

資本剰余金
合計

利益剰余金合計
設立団体
出資金

資本金合計
減価償却相当
累計額（△）

資本剰余金

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金

令和7年4月1日～令和8年3月31日

純　資　産　変　動　計　算　書

純資産合計
当期未処分利益

うち当期総利益
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料，商品又はサービスの購入による支出 △ 580,278,549

人件費支出 △ 1,044,061,562

その他の業務支出 △ 310,805,114

運営費交付金収入 1,421,343,000

授業料収入 364,231,000

入学金収入 29,652,000

検定料収入 12,929,000

受託研究収入 221,505,780

共同研究収入 142,544,207

受託事業等収入 16,456,500

寄附金収入 447,852,701

補助金等収入 3,949,525

その他の業務収入 183,051,262

預り金の増減額 38,323,933

業務活動によるキャッシュ・フロー 946,693,683

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 63,717,760

有形固定資産の取得による支出 △ 159,403,617

無形固定資産の取得による支出 △ 2,664,595

　　小　　計 △ 225,785,972

利息及び配当金の受取額 1,210,689

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 224,575,283

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 15,751,933

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 15,751,933

Ⅳ 資金増加額 706,366,467

Ⅴ 資金期首残高 0

Ⅵ 資金期末残高 706,366,467

キャッシュ・フロー計算書
令和7年4月1日～令和8年3月31日

（単位：円）
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Ⅰ 当期未処分利益 898,064,167

当期総利益 898,064,167

Ⅱ 利益処分額

積立金 885,336,609

地方独立行政法人法第４０条第３項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

  教育研究の質の向上及び組織運営の改善目的積立金 12,727,558 898,064,167

利益の処分に関する書類（案）

（単位：円）
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Ⅰ 重要な会計方針
　　　「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和８年３月31日改訂）並びに
　　「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和８年４月改訂）
　　を適用して財務諸表等を作成しております。

　１．運営費交付金収益の計上基準
　　　　期間進行基準を採用しています。
　　　　なお、退職手当等の特定の目的で交付された運営費交付金については、費用進行基準を採用しています。

　２．減価償却の会計処理方法
　　(1) 有形固定資産（リース資産除く）
　　　　定額法を採用しています。
　　　　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、岐阜市から承継した固定資産については承継時の
　　　残存耐用年数としています。
　　　　主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物 4～33 年
構築物 25～30 年
工具器具備品 1～10 年

　　　　また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、減価償却相当累計額
　　　として資本剰余金から控除して表示しています。
　　(2) 無形固定資産
　　　　定額法を採用しています。
　　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用期間（５年）に基づいています。
　　(3) リース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　３．賞与引当金及び見積額の計上基準
　　　　賞与については、運営費交付金より財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上していません。
　　　　なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の賞与引当金相当額から
　　　前事業年度末の同相当額を控除した額を計上しております。

　４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法
　　　　退職一時金については、運営費交付金より財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していません。
　　　　なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、地方独立行政法人会計基準第89第
　　　5項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。

　５． 徴収不能引当金の計上基準
　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に
　　　ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

　６．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　評価基準　低価法
　　　評価方法　最終仕入原価法

　７．消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。

Ⅱ 「貸借対照表」注記
　１．退職給付引当相当額 円
　　（岐阜市からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています。）
　２．賞与引当相当額 円

355,728,995

93,577,001

注　記　事　項
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Ⅲ 「キャッシュ・フロー計算書」注記
　１．資金期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 円
資金期末残高 円

　２．重要な非資金取引の内訳
(1) 現物出資の受入による資産の取得

土地 円
建物 円

(2) 無償譲与による資産の取得
構築物 円
工具器具備品 円
図書 円
美術品･収蔵品 円
ソフトウェア 円
電話加入権 円

(3) 現物寄附による資産の取得
工具器具備品 円
図書 円
美術品・収蔵品 円

(4) ファイナンス･リースによる資産の取得
工具器具備品 円
車両運搬具 円

Ⅳ 金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項

　資金運用については、地方独立行政法人法第43条に基づき、預金、国債、地方債、政府保証債、その他総務省令
で定める有価証券に限定し、資金調達については、認可中期計画における短期借入金限度額の範囲内で行うことと
しています。

２．金融商品の時価等に関する事項
　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　また、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
　近似することから、注記を省略しております。

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
（※2）未収学生納付金収入は徴収不能引当金を除いています。
（※3）長期リース債務はリース債務に含めています。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 
レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能な

  インプットを用いて算定した時価 
レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)投資有価証券

(2)未収学生納付金収入
 短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額をもって時価としております。

(3)リース債務
この時価については、元利金の合計金額を新規に同様のリース取引をおこなった場合に想定される利率で
割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(1)投資有価証券 63,722,751 63,399,600 △323,151 

地方債及び政府関係機関債は相場価格を用いて評価しておりますが、市場での取引頻度が低く、
活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

46,182,500 - (2)未収学生納付金収入（※2） 46,182,500 
(3)リース債務（※3） (57,165,206) (3,261,711)(60,426,917)

69,188,570

(単位：円）

貸 借 対 照 表
計上額（※1）

差　額

60,000

6,990,280

58

1,863,460
37,215,640

時価（※1）種　　　　　類

706,366,467

224

706,366,467

1,351,900

636,080,000
3,217,160,600

66,751,155
272,175,149
436,483,901
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Ⅴ　公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 
１．業務費用  (単位：円）

(1) 損益計算書上の費用
(2) (控除)自己収入等

業務費用合計
２．資本剰余金を減額したコスト等
３．機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用
地方公共団体出資の機会費用

４．公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に
 帰せられるコスト

※　公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上方法
　　(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
　　　　近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。
　　(2) 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
　　　　令和８年３月末における10年利付国債の利回りを参考に2.366%で計算しています。

Ⅵ 賃貸等不動産関係
 　　該当事項はありません。

Ⅶ 資産除去債務
 　　該当事項はありません。

Ⅷ 収益認識関係
 　　地方独立行政法人会計第84における収益に重要性が乏しいため、注記を省略しています。

Ⅸ 重要な債務負担行為
（単位：円）

Ⅹ 重要な後発事象
 　　該当事項はありません。

岐阜薬科大学三田洞キャンパス総合建物管理業務委託（その２） 78,978,900 60,754,100 

2,368,469,442
△ 1,016,537,039

1,351,932,403
278,646,245

88,414,098
5,160,000

71,392,200 岐阜薬科大学本部総合建物管理業務委託（その２） 92,947,800 

93,574,098

1,724,152,746

件名 契約済額
令和８年度以降

支出予定額
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附 属 明 細 書



    　特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

(単位：円）

当期償却額
当　期

減損損失

当　期
減損損失
相当額

建物 3,217,160,600   -               -               3,217,160,600   236,549,067     236,549,067     -        -       -       2,980,611,533   ※1

計 3,217,160,600   -               -               3,217,160,600   236,549,067     236,549,067     -        -       -       2,980,611,533   

構築物 -               66,751,155      -               66,751,155      2,330,722       2,330,722       -        -       -       64,420,433      ※2

工具器具備品 -               505,899,656     1,764,692       504,134,964     116,345,313     117,254,016     -        -       -       387,789,651     ※2

図書 -               436,986,393     -               436,986,393     -               -               -        -       -       436,986,393     ※2

車両運搬具 -               6,990,280       -               6,990,280       1,259,327       1,259,327       -        -       -       5,730,953       ※2

計 -               1,016,627,484   1,764,692       1,014,862,792   119,935,362     120,844,065     -        -       -       894,927,430     

土地 636,080,000     -               -               636,080,000     -               -               -        -       -       636,080,000     ※1

美術品･収蔵品 -               1,923,460       -               1,923,460       -               -               -        -       -       1,923,460       ※2

計 636,080,000     1,923,460       -               638,003,460     -               -               -        -       -       638,003,460     

土地 636,080,000     -               -               636,080,000     -               -               -        -       -       636,080,000     

建物 3,217,160,600   -               -               3,217,160,600   236,549,067     236,549,067     -        -       -       2,980,611,533   

構築物 -               66,751,155      -               66,751,155      2,330,722       2,330,722       -        -       -       64,420,433      

工具器具備品 -               505,899,656     1,764,692       504,134,964     116,345,313     117,254,016     -        -       -       387,789,651     

図書 -               436,986,393     -               436,986,393     -               -               -        -       -       436,986,393     

車両運搬具 -               6,990,280       -               6,990,280       1,259,327       1,259,327       -        -       -       5,730,953       

美術品･収蔵品 -               1,923,460       -               1,923,460       -               -               -        -       -       1,923,460       

計 3,853,240,600   1,018,550,944   1,764,692       4,870,026,852   356,484,429     357,393,132     -        -       -       4,513,542,423   

ソフトウェア -               37,215,640      -               37,215,640      7,443,128       7,443,128       -        -       -       29,772,512      ※2

その他無形固定資産 -               4,106,389       -               4,106,389       608,215         608,215         -        -       -       3,498,174       

計 -               41,322,029      -               41,322,029      8,051,343       8,051,343       -        -       -       33,270,686      

電話加入権 -               58              -               58              -               -               -        -       -       58              ※2

計 -               58              -               58              -               -               -        -       -       58              

ソフトウェア -               37,215,640      -               37,215,640      7,443,128       7,443,128       -        -       -       29,772,512      

電話加入権 -               58              -               58              -               -               -        -       -       58              

その他無形固定資産 -               4,106,389       -               4,106,389       608,215         608,215         -        -       -       3,498,174       

計 -               41,322,087      -               41,322,087      8,051,343       8,051,343       -        -       -       33,270,744      

投資有価証券 -               63,722,751      -               63,722,751      -               -               -        -       -       63,722,751      ※2

計 -               63,722,751      -               63,722,751      -               -               -        -       -       63,722,751      

※１　期首残高は、現物出資によるものです。

※２　当期増加額のうち，主なものは次のとおりです。

　　　　◆岐阜市からの無償譲与

有形固定資産 ：　構築物　66,751,155円、工具器具備品　272,175,149円、図書　436,483,901円、美術品・収蔵品　1,863,460円

無形固定資産 ：　ソフトウェア　37,215,640円、電話加入権　58円

　　　　◆岐阜市から承継したファイナンス・リース取引

有形固定資産 ：　工具器具備品　69,188,570円、車両運搬具　6,990,280円

　　　　◆岐阜市公立大学法人資金管理計画に基づく有価証券取引

投資その他の資産 ：　投資有価証券　63,722,751円

有 形 固 定 資 産
（ 特 定 償 却 資

産 ）

摘 要

減 損 損 失 累 計 額

期 末 残 高
差引当期末
残　　　高

減 価 償 却 累 計 額

（１）固定資産の取得及び処分、減価償却費(「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第92　資産除去債務に係る

資 産 の 種 類 期 首 残 高
当 期
増 加 額

当 期
減 少 額

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産外）

有 形 固 定 資 産
（非償却資産）

投 資
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
合 計

無 形 固 定 資 産
（特定償却資産外）

無 形 固 定 資 産
（非償却資産）

無 形 固 定 資 産
合 計
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（２）棚卸資産の明細
（単位：円）

（３）有価証券の明細

（３）－１　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：円）

（４）長期貸付金の明細

該当事項はありません。

（５）長期借入金の明細

該当事項はありません。

（６）公立大学法人債の明細

該当事項はありません。

（７）引当金の明細

該当事項はありません。

（８）資産除去債務の明細

該当事項はありません。

（９）保証債務の明細

該当事項はありません。

貸借対照表
計上額

63,717,760  64,000,000  63,722,751  -           

当期損益に含ま
れた評価差額

摘要

地方債　第228回大阪府公募公
債

13,717,760  14,000,000  13,722,751  -           
満期保有目

的債券

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額

計 63,717,760  64,000,000  63,722,751  

財投機関債　第87回国際協力
機構債券

50,000,000  50,000,000  50,000,000  -           

-           

摘　要
その他

-          

-          

当期減少額

-          

払出・振替

-          

期末残高

30,570     

30,570     

種　類

貯蔵品

合　計

期首残高

-          

-          

当期増加額

当期購入・
製造・振替

30,570     

30,570     

その他

-          

-          
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（１０）資本剰余金の明細
（単位：円）

（１１）目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

摘要

無償譲与 -             1,923,518      -             1,923,518        

区      　　分

計 -             1,923,518      -             1,923,518        

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
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（１２）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１２）－１　運営費交付金債務
（単位：円）

（１２）－２　運営費交付金収益
（単位：円）

（１３）地方公共団体等からの財源措置の明細

（１３）－１　施設費の明細

該当事項はありません。

（１３）－２　補助金等の明細
（単位：円）

摘　要
期末
残高

         -         -

令和７年度　世界農
業遺産「清流長良川
の鮎」推進協議会事

業補助金

岐阜県
         -

         -      600,000

   -

合計

   -

長期預り補助
金等

補助金等収益

   -

直接
経費

直接
経費

   -

   -
間接
経費

         -    3,431,525

費用進行基準 185,457,182             185,457,182            

長期繰延補助
金等

資本剰余金
名　称 交付元

経費
の別

期首
残高

当期交付額

当　　期　　振　　替　　額

合計 1,407,048,182           1,407,048,182          

その他

交付年度 期首残高
交付金当期
交　付　額 運営費交付金

収　　　　益

当　　期　　振　　替　　額

資本剰余金 小　　　計

期間進行基準 1,221,591,000           1,221,591,000          

令和７年度 -            1,421,343,000 1,407,048,182 -           

合　　計 -            1,421,343,000 

業務等区分 令和７年度交付分 合　　　計

-           

1,407,048,182 

   3,949,525

         -      518,000

   -          -

          -

          -

14,294,818    

1,407,048,182 

         -            -

14,294,818    

          -

            -

          -

          -

          -

          -    -

   -

   -

   -

   -

   -

   -

計    3,949,525          -         -

     518,000          -         -   -

         -

令和７年度　岐阜大学
大学院連合創薬医療情
報研究科運営費交付金

岐阜大学大
学院連合創
薬医療情報
研究科

直接
経費

   - 2,032,485   

間接
経費

   - 518,000     

間接
経費

知財活用支援事業
（権利化支援）補助

金

国立研究開
発法人科学
技術振興機

構

直接
経費

   - 799,040     

間接
経費

   -

   3,431,525

 期末残高

         -            -

         -         -          -      518,000

         -         -          -    2,032,485

        -

1,407,048,182 

-           

600,000              -         -

         -         -          -      799,040

-                    -         -
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（１４）役員及び教職員の給与の明細
（単位：千円、人）

（注１）　役員に対する報酬及び退職手当、教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要は、岐阜市公立大学法人
　　　　　役員報酬等規程、岐阜市公立大学法人役員退職手当規程、岐阜市公立大学法人職員給与規程、岐阜市公立大学
　　　　　法人職員給与規程実施規程、岐阜市公立大学法人職員退職手当規程、岐阜市公立大学法人審議会の委員等の報
　　　　　酬及び費用弁償に関する規程、岐阜市公立大学法人常勤及び非常勤嘱託職員の給与及び費用弁償に関する規程、
　　　　　岐阜市公立大学法人常勤及び非常勤嘱託職員の給与及び費用弁償に関する規程実施規程に基づき支給しています。
（注２）　支給人員については、報酬又は給料等では年間平均支給人員、退職給付では年間支給人員を記載しています。
（注３）　上記明細には、受託研究費、共同研究費及び受託事業費等による人件費は含めていません。

（１５）開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

合　計

常　勤

非 常 勤

計

非 常 勤

計

職　員

常　勤

非 常 勤

計

区分

常　勤

非 常 勤

計

常　勤

役　員

教　員

報酬又は給料等

金額 支給人員 金額

退職給付

支給人員

27,718 2 - - 

829 7 - - 

28,548 9 - - 

590,220 70 31,987 2 

27,965 13 543 1 

618,185 83 32,530 3 

135,278 19 - - 

121,633 34 - - 

256,911 53 - - 

753,217 91 31,987 2 

150,427 54 543 1 

903,644 145 32,530 3 
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（１６）業務費及び一般管理費の明細

   業務費

      教育経費

         　消耗品費 3,166,043     

         　備品費 1,857,270     

         　印刷製本費 1,514,944     

         　水道光熱費 20,663,639    

         　旅費交通費 733,409       

         　通信運搬費 408,612       

         　賃借料 18,502,690    

         　車両燃料費 22,119        

         　保守費 26,147,388    

         　修繕費 5,303,453     

         　損害保険料 153,671       

         　広告宣伝費 84,403        

         　諸会費 3,734,701     

         　会議費 972           

         　報酬・委託・手数料 79,559,484    

         　奨学費 68,117,800    

         　雑費 69,412        

         　減価償却費 1,528,791     231,568,801  

      研究経費

         　消耗品費 106,542,645   

         　備品費 14,706,484    

         　印刷製本費 2,251,853     

         　水道光熱費 50,846,337    

         　旅費交通費 15,068,967    

         　通信運搬費 1,994,236     

         　賃借料 23,820,607    

         　車両燃料費 814,936       

         　保守費 67,762,415    

         　修繕費 22,067,172    

         　損害保険料 1,131,924     

         　広告宣伝費 1,031,411     

         　諸会費 7,862,608     

         　会議費 1,597,952     

         　報酬・委託・手数料 60,987,852    

         　租税公課 304,200       

         　奨学費 53,662,580    

         　雑費 3,285,637     

         　減価償却費 72,591,927    508,331,743  

      教育研究支援経費

         　消耗品費 5,065,073     

         　備品費 676,422       

         　水道光熱費 40,907,510    

         　通信運搬費 959,599       

         　賃借料 63,151,834    

         　車両燃料費 73,187        

         　保守費 48,716,942    

         　修繕費 9,963,797     

         　損害保険料 508,476       

         　広告宣伝費 279,277       

         　諸会費 1,397,056     

         　報酬・委託・手数料 23,962,131    

         　雑費 229,675       

         　減価償却費 7,765,472     203,656,451  

（単位：円）
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      受託研究費

         　消耗品費 45,028,777    

         　備品費 4,772,479     

         　旅費交通費 3,235,034     

         　通信運搬費 957,518       

         　賃借料 4,953,420     

         　保守費 154,000       

         　修繕費 1,666,225     

         　諸会費 1,052,274     

         　会議費 12,000        

         　報酬・委託・手数料 31,261,524    

         　租税公課 70,300        

         　給与 8,929,089     

         　法定福利費 28,030        

         　通勤手当 537,760       
         　減価償却費 22,559,451    125,217,881  

      共同研究費

         　消耗品費 44,159,055    

         　備品費 2,780,250     

         　印刷製本費 144,996       

         　旅費交通費 1,638,845     

         　通信運搬費 144,295       

         　賃借料 6,702,323     

         　修繕費 2,332,825     

         　諸会費 142,650       

         　会議費 122,730       

         　報酬・委託・手数料 38,978,880    

         　給与 8,375,472     

         　法定福利費 24,545        

         　通勤手当 109,800       

         　減価償却費 11,837,911    117,494,577  

      受託事業費

         　旅費交通費 102,485       102,485      

      役員人件費

         報酬 20,975,280    

         役員賞与 7,305,925     

         法定福利費 3,741,251     

         通勤手当 266,496       32,288,952   

      教員人件費

         常勤教員給与

            給料 416,659,676   

            賞与 166,535,681   

            退職給付費用 31,986,979    

            法定福利費 130,679,445   

            通勤手当 7,024,462     752,886,243   

         非常勤教員給与

            給料 23,805,568    

            賞与 2,028,188     

            退職給付費用 542,689       

            法定福利費 87,341        

            通勤手当 2,131,715     28,595,501    781,481,744  
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      職員人件費

         常勤職員給与

            給料 101,603,169   

            賞与 33,599,230    

            法定福利費 22,725,300    

            通勤手当 75,995        158,003,694   

         非常勤職員給与

            給料 89,887,654    

            賞与 28,319,922    

            法定福利費 18,629,172    

            通勤手当 3,425,100     140,261,848   298,265,542  

   一般管理費

         消耗品費 10,546,707    

         備品費 832,458       

         印刷製本費 830,500       

         水道光熱費 7,008,753     

         旅費交通費 2,982,663     

         通信運搬費 136,513       

         賃借料 1,450,656     

         車両燃料費 7,288         

         保守費 8,890,986     

         修繕費 1,801,581     

         損害保険料 50,632        

         広告宣伝費 27,809        

         諸会費 210,075       

         報酬・委託・手数料 5,288,845     

         振込手数料 2,440,094     

         租税公課 14,920,980    

         雑費 22,870        

         減価償却費 12,611,856    70,061,266   
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（１７）寄附金の明細
（単位：円、件）

（注）　セグメントは単一のため、区分欄は記載を省略しています。

（１８）受託研究の明細
（単位：円）

地方公共団体
（設立団体）

-                -               -                -                

計 449,264,825   365

-                -               -                -                

区　　　　分

-                -               -                -                

- 449,264,825   365 　うち、現物寄附227件　1,412,124円

経費の別委託者

摘　　要件　数当 期 受 入 額

直接経費

間接経費

受託研究収益 期末残高

-                -               -                -                

期首残高 当期受入額

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費

間接経費

国
直接経費

間接経費

地方独立行政法人等
（設立団体）

直接経費

間接経費

-                

-                -                

-                -               -                

-                988,900         988,900          -                

-                -               -                -                

-                

株式会社等
直接経費 -                854,000         201,575          652,425          

間接経費 -                256,200         

独立行政法人
・国立大学法人

直接経費

間接経費 -                13,358,400      13,358,400       

256,200          -                

158,903,744      1,728,256        -                160,632,000     

その他
直接経費 -                34,935,600      32,052,800       2,882,800        

間接経費 -                

-                24,095,280      24,095,280       -                

10,480,680      10,480,680       -                

合　　　　計
直接経費 -                197,410,500     192,147,019      5,263,481        

間接経費
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（１９）共同研究の明細

（単位：円）

（２０）受託事業等の明細

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 共同研究収益 期末残高

-                

地方独立行政法人等
（設立団体）

直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               -                

-                -                

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               -                -                

国
直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               -                -                

独立行政法人
・国立大学法人

直接経費 -                2,500,000       115,874          2,384,126        

間接経費 -                250,000         250,000          -                

株式会社等
直接経費 -                126,819,140     117,877,854      

間接経費 -                -               -                
その他

直接経費 -                -               -                

8,941,286        

間接経費 -                12,975,067      12,975,067       -                

13,225,067       -                

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業収益 期末残高

-                

合　　　　計
直接経費 -                129,319,140     117,993,728      11,325,412       

間接経費 -                13,225,067      

-                

-                

地方独立行政法人等
（設立団体）

直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               -                

-                -                

地方公共団体等
（設立団体以外）

直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               -                -                

国
直接経費 -                -               -                -                

間接経費

株式会社等
直接経費 -                14,310,000      102,485          

-                -               -                -                

独立行政法人
・国立大学法人

直接経費 -                -               -                -                

14,207,515       

間接経費 -                2,146,500       2,146,500        -                

間接経費 -                -               -                -                

2,146,500        -                

-                

合　　　　計
直接経費 -                14,310,000      102,485          14,207,515       

間接経費 -                2,146,500       

その他
直接経費 -                -               -                -                

間接経費 -                -               -                
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（単位：円、件）

種　　　　　目 当 期 受 入 件 数 摘　　　　要

(8,650,000)

2,595,000

(8,820,000)

2,646,000

(29,904,803)

7,716,600

(36,379,255)

8,017,755

(6,409,529)

1,200,000

(1,700,000)

510,000

(7,022,032)

1,890,000

(500,000)

150,000

(8,666,798)

-

(9,019,000)

781,000

(117,071,417)

25,506,355

厚生労働省

文部科学省

独立行政法人
日本学術振興会

独立行政法人
日本学術振興会

独立行政法人
日本学術振興会

独立行政法人
日本学術振興会

特別研究員奨励費 9

厚生労働科学研究費補助金 1

基盤研究（Ａ）

挑戦的開拓研究

（注）　間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　　）内に記載しています。

合　　　　計

1

89

2
独立行政法人

日本学術振興会

独立行政法人
日本学術振興会

独立行政法人
日本学術振興会

独立行政法人
日本学術振興会

（２１）科学研究費助成事業等の明細

学術変革領域研究（Ａ）

基盤研究（Ｃ）

研究活動スタート支援

基盤研究（Ｂ）

挑戦的萌芽研究

3

2

13

48

3

若手研究 7
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①現金及び預金 （単位：円）

区  　　　 分 金　　　額 備　　　考

預金 706,366,467     

計 706,366,467     

②未収金 （単位：円）

区　　　　　分 金　　　額 備　　　考

授業料 984,500         

入学金 45,198,000      

補助金等未収金 799,040         

その他未収金 4,413,668       

計 51,395,208      

③未払金 （単位：円）

区  　　　 分 金　　　額 備　　　考

人件費 36,880,374      

教育研究経費 47,539,380      

一般管理費 100,541,366     

資産購入 4,282,630       

共同研究・受託研究費 58,057,792      

その他 2,906,506       

計 250,208,048     

（２２）上記以外の主な資産，負債，費用及び収益の明細
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岐阜市公立大学法人

(単位：百万円)

区 分 予算額 決算額
差 額

(決算－予算)
備 考

収入
運営費交付金 1,360 1,421 61 (注1)
授業料及び入学料検定料 463 446 △17 (注2)
雑収入 39 36 △3
外部資金等収入 536 856 320 (注3)

計 2,398 2,759 361
支出

教育研究経費 359 365 6
人件費 1,142 1,097 △45 (注4)
一般管理費 361 396 35 (注5)
外部資金等経費 536 564 28 (注6)

計 2,398 2,422 24
収入―支出 0 337 337

※金額は単位未満を四捨五入しており、合計額は必ずしも一致しない。

■予算額と決算額の差額について
（注1）運営費交付金については、予算段階では外部資金等収入に計上した次世代研究者挑戦的プログラム助成金が
     補正予算により特定運営費交付金として収入されることとなったため、予算額に比して決算額が増加しています。
（注2）授業料及び入学料検定料については、令和7年度入学生が予算に見込んだ予定より少なかったことや、
     令和8年度入学志願者数が予算に見込んだ予定より少なかったこと等により、予算額に比して決算額が減少しています。
（注3）外部資金等収入については、大型の受託契約の獲得をはじめ研究費の獲得件数及び金額が増加したこと等により、
     予算額に比して決算額が増加しています。
（注4）人件費については、教員において予算に見込んだ予定より雇用人数が少なかったこと等により、予算額に比して決算額が
     減少しています。
（注5）一般管理費については、施設老朽化に伴う工事請負費の増等により、予算額に比して決算額が増加しています。
（注6）外部資金等経費については、研究費の獲得金額の増加に伴う支出額の増加により、予算額に比して決算額が増加しています。

■損益計算書の計上金額と決算額の差異について
（1）損益計算書では、決算報告書に計上しない減価償却費を費用として計上しています。
（2）損益計算書では、決算報告書に計上しない授業料等の減免額を収益及び費用として計上しています。
（3）損益計算書では、決算報告書に計上している一般管理費の一部について、教育経費、研究経費及び教育研究支援経費に按分して
    計上しているものがあります。
（4）決算報告書では、損益計算書に計上しない固定資産取得に係る収入及び支出を計上しています。
（5）決算報告書では、当該年度に受け入れた外部資金を収入として計上していますが、損益計算書では、一部収益として
    計上していません。

令和7年度 決算報告書



（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当公立大学法人
が別途保管しております。 

監 査 報 告 書 

令和 8 年 6 月 16 日  
 

岐阜市公立大学法人 
 理事長 原 英彰 様 

岐阜市公立大学法人       
 

監事   中西 敏夫     

 

監事   山田 英脩     
 
 私ども監事は、地方独立行政法人法第１３条第４項、岐阜市公立大学法人の業務運営並びに財務及び
会計に関する規則第２条及び岐阜市公立大学法人監事監査規程の各規定に基づき、岐阜市公立大学法人
の令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの業務の執行について監査を実施しました。 
 その結果につき、以下のとおり報告いたします。 
 
１ 監査の方法及びその内容 
  私ども監事は、役員会に出席して、法人として重要な意思決定並びに役員等の職務執行状況を聴取

するとともに重要な書類等を閲覧又は調査し、また、当期の監査計画及び監査方法に従い、必要に応じ
て関係する職員から説明を受けるなど監事監査に必要と考えられる監査を実施しました。 

  また、財務担当部署から財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に関し、
監査の概要について報告並びに説明を受け、検討を加えました。 

 
２ 監査の結果 
（１）中期計画に定める業務の実施状況 
   本法人の業務の実施状況について監査した結果、法令等に従って適正に実施されており、また、中

期目標の着実な達成に向け、効果的かつ効率的に実施されており、特に指摘すべき事項は認められま
せんでした。 

（２）組織及び制度全般の運営状況 
   本法人の組織及び制度全般の運営状況について、法令等に従って適正に実施されているかどうか

を監査した結果、特に指摘すべき事項は認められませんでした。 
（３）予算の執行に関する事項 
   本法人の予算の執行状況を監査した結果、特に指摘すべき事項は認められませんでした。 
（４）資産の取得、管理及び処分に関する事項 
   本法人の資産の取得、管理及び処分状況を監査した結果、特に指摘すべき事項は認められません

でした。 
（５）財務諸表、事業報告書及び決算報告書に関する事項 
   本法人の財務諸表、事業報告書、及び決算報告書を監査した結果、特に指摘すべき事項は認められ

ませんでした。 
（６）その他監査の目的を達成するために必要な事項 
   その他特に指摘すべき事項は認められませんでした。 


